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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、電子母子健康手帳アプリを用いた産後うつ病予防プログラムを開
発、実施し有効性を評価することである。
電子母子健康手帳アプリを登録する妊婦および褥婦に対し、妊娠期から産後5か月まで縦断調査を実施し、既存
のアプリによるメンタルヘルスへの影響を評価した（対照群）。その一方で、別の妊婦および褥婦に対し、妊娠
期から産後5か月まで、既存のアプリ機能に追加したメッセージの送信、情報提供を行い（介入群）、追加のメ
ッセージ送信による産後うつ病予防プログラムの効果を検討した。介入を行った結果、研究参加者の産後1か月
時点での脱落者が多く、追加アプリ使用による産後うつ予防の有効性を示すことはできなかった。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to develop and implement a postpartum 
depression prevention program using the Electronic Maternal and Child Health Handbook App. A 
longitudinal study was conducted from pregnancy to 5 months postpartum for pregnant women and 
postpartum mothers who use the electronic maternal and child health handbook app, and the effect of 
existing apps on mental health was evaluated (control group). On the other hand, we sent a message 
added to the existing application function to another pregnant woman (intervention group), and 
examined the effect of the postpartum depression prevention program by sending an additional 
message. As a result, many of the study participants dropped out at one month postpartum, and it was
 not possible to show the effectiveness of postpartum depression prevention by using the additional 
application.

研究分野：母性看護学・助産学

キーワード： 産後うつ　予防　電子母子健康手帳

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
周産期にある女性は、妊娠による身体的変化や内分泌動態の変化だけでなく、出産後は育児に伴い生活スタイル
が劇的に変化する。特に初産婦は未経験の妊娠、出産、育児に対し、インターネット、SNS等の媒体を用い、情
報収集を行い不安の軽減を図っている。20～30歳代のスマホ利用率は90％を超えており、妊娠や出産に関するア
プリを用いた支援も多く行われるようになってきた。核家族化、少子化が進行している現在、このような媒体が
果たす役割は大きいと考える。今回の研究では、追加メッセージによる産後うつ予防の有効性を示すことはでき
なかったが、作成したメッセージは、今後、広くご活用いただけるよう公表する予定である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 本研究の目的は、電子母子健康手帳アプリを用いた産後うつ病予防プログラムを開発、実施し
有効性を評価することである。 
近年、出産の高齢化や核家族化等により、子どもの養育環境が大きく変化する中、母親の育児
不安も高まり、妊産褥婦の精神的な問題が顕在化してきている。産後うつ病の発症率は、5～10％
と高く、発見が遅れると母親の育児能力が低下し、家庭不和や乳幼児への虐待など家族に大きな
影響を及ぼすことが明らかとなっている。そのため可能な限り早期からのスクリーニングと介
入が必要とされている１）。 
我が国で初めて周産期の自殺の実態を明らかにした竹田らの報告（2016）では、2005年～2014
年の 10年間に妊娠中および出産後 1年未満（妊産婦死亡＋後発妊産婦死亡）に自殺により死亡
した東京都 23区在住の女性は 63人（自殺率：8.7/出生 10万）であった 2）。これは、同時期の
産科危機的出血等による妊産婦死亡率（4.1/出生 10 万）の 2.1 倍に相当するものであった。ま
た、これら自殺者の約 46％に精神疾患の診断がされており、内訳としては、うつ病（40％）が
最も多かった 2）。精神疾患の診断がされていなかった者（54％）の中には育児に悩みながらも、
精神科受診を拒否している例もあり、何らかの精神的問題を抱えていた可能性が伺える。海外で
の妊産婦の自殺率（イギリス：2.3/出生 10 万、スウェーデン：3.7/出生 10 万）と比較しても、
東京都 23区の自殺率（8.7/出生 10万）は極めて高く、早急な対策が必要である。さらにこの調
査により自殺の既遂時期は産後 3～4か月後がピーク 2）であることが明らかとなった。このこと
から、分娩施設からの継続的な支援が終了し、これまで十分なケアを提供できなかった産後 1か
月以降のメンタルヘルスケアの充実が重要であると考えた。 
申請者は、これまでの研究で、産後 1 か月および 5 か月時点における母親の授乳方法と抑う
つ状態との関連について縦断調査を行ってきた。産後 5 か月まで一貫して母乳主体であった母
親に比べ、産後 5 か月時に人工乳主体へと授乳方法が変化した母親では、うつ状態である割合
が有意に高かったことから、産後 1 か月以降も継続的な支援が重要である 3）ことを明らかにし
た。日本では、分娩施設における支援は産後 1か月健診を機に終了することが多いが、産後 1か
月時点では、身体的・精神的回復や母乳育児、母児の生活リズムの確立が不十分であるため、そ
の後の支援が必要である。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、電子母子健康手帳アプリを用いた産後うつ病予防プログラムを開発、実施し
有効性を評価することである。具体的には、電子母子健康手帳アプリを登録する妊婦および褥婦
に対し、妊娠期から産後 5 か月まで縦断調査を実施し、既存のアプリによるメンタルヘルスへ
の影響を評価する。その一方で、別の妊婦および褥婦に対し、妊娠期から産後 5か月まで、既存
のアプリ機能に追加したメッセージの送信、情報提供を行い、追加のメッセージ送信による産後
うつ病予防プログラムの効果を検討する。 
 
３．研究の方法 
 「既存のアプリ群」と「追加のアプリ群」2群の設定を行い、妊娠中から産後 5か月まで介入
プログラムを作成した。「既存のアプリ群」は、妊娠週数や子どもの月齢に合わせた情報提供や
子育てに関する制度などその時に最適な情報配信を行う群である。内容はごく一般的なもので
ある。「追加のアプリ群」は、上記の既存のアプリによるメッセージに加え、妊娠中から産後 5
か月まで、産後うつ病予防のための情報提供やコラムの配信を行う群である。 
 
４．研究成果 
１）研究実施に向けての文献検討 
本研究計画立案にあたり、「褥婦の自殺企図リスク因子」（文献検討①）、「産後うつ病予防のた
めの介入研究の動向」（文献検討②）、「周産期における子ども虐待リスク因子スクリーニングに
ついての研究動向」（文献検討③）について文献検討を行った。 
 
（１）文献検討①4） 

褥婦の自殺企図リスク因子について、医学中央雑誌および PubMedを用い、褥婦（postpartum 
women）かつ「自殺（suicide ideation）」かつ「危険因子（risk factor）」を key wordsにし、
過去 10年以内の研究を検索、検討を行った。13件の研究のうち、自殺企図のリスク因子スクリ
ーニングのために用いられていた尺度は、EPDS（Edinburgh Postnatal Depression Scale:以下
EPDS）の項目 10「自分の体を傷つけるという考えが浮かんできた」を使用していた研究が 8件
と最も多く、その他、様々な尺度が用いられていた。自殺企図の主なリスク因子は、若年、未婚、
計画外/望まない妊娠、精神疾患（うつ病、不安障害、気分障害の既往または現病歴）、重度の精
神症状、精神疾患の家族歴、自殺企図の既往、パートナーからの暴力、子ども時代の虐待経験、
睡眠障害、妊娠合併症であった。対象となった研究のうち、日本国内の研究は妊娠・産褥期の自
殺事例に関わった保健師に対するインタビューによる原著論文 5）が 1 件のみであった。自殺企



図の主なリスク因子については、多くの因子が妊娠中から産科医療機関で把握することが可能
なものであった。 
 
（２）文献検討②6） 
産後うつ病予防のための介入研究の動向について、PubMedを用い、「postpartum depression」

AND「prevention」AND「RCT」を key wordsとし、過去 10年以内の研究を検索、検討を行
った。8件の RCTのうち、妊娠期に介入を開始している研究 5件、産後に介入を開始している
研究 3 件であった。介入者は看護師・助産師が 6件、心理学者が 2 件であった。介入内容は産
後うつ病の情報提供を行った研究が 5 件、母子関係の支援を行った研究が 3 件、評価時期は、
産後 6週が 2件、3～6か月 3件、9か月 1件、1年 6か月 1件と様々であった。アウトカム評
価の指標として EPDSを用いている研究が 5件と最も多く、他に母親の精神状態の評価として
HRSD、HAMA-A、PHQ-9、SCID、CES-D、MDE、PDSS、BDI を用いていた。児の行動や
発達の評価として BSQ、Bayley2、NCATSを使用していた。介入の効果がみられた研究は 4件
であった。産後うつ病予防のための介入研究は介入方法、介入者、介入時期、評価方法、評価時
期等方法論が確立していないことが明らかとなった。 
 
（３）文献検討③7） 
周産期における子ども虐待リスク因子スクリーニングについての研究動向について、Pub 

Med を用い 2007～2017 年の論文を対象としてデータベース検索を行うとともにハンドサーチ
を行った。キーワードは、「child abuse OR neglect」かつ「risk factor」かつ「screening」かつ
「prenatal OR antenatal OR perinatal」とした。8件の論文のうち、調査時期は、妊娠中が２
件、産後が 4件、出生データベースからの二次分析が 1件であった。調査で使用された尺度は、
EPDS（エジンバラ産後うつ病自己評価票）2件の他様々な尺度が用いられていた。周産期にお
ける子ども虐待リスク因子として、小児期の身体的、精神的、性的虐待、ネグレクトを受けた経
験、精神科疾患既往歴、親密な関係にある男女間の暴力（IPV）、失業、小児期の親の死亡、小児
期の親の薬物乱用、家族の精神科疾患、不安が強い、否定的な出産経験、18 か月未満の妊娠間
隔、妊娠を否定的にとらえている等のリスク因子が挙げられた。 
対象となった論文の調査時期は、妊娠期、産後であったが、産科医療機関は妊娠中から妊婦健
康診査を通じて妊婦とかかわる機会があるため、子ども虐待スクリーニングは、妊娠初期から行
うことが望ましい。子ども虐待スクリーニング尺度については、様々な尺度が用いられており、
EPDS のような産後うつ病のスクリーニング尺度として世界共通で用いられている尺度はなか
った。厚生労働省の「子ども虐待による死亡事例等の検証結果」（2017年 8月）によると、虐待
者は「実母」が最も多かった。実母の状況として「育児不安」、「精神疾患や抑うつ状態（産後う
つ、マタニティブルーズ）」「DV被害経験」「地域での孤立」「低所得者層」が多くみられた。産
科的な背景として、「母子健康手帳未発行」、「妊婦健診未受診または受診回数が極端に少ない」、
「予期しない妊娠/計画外の妊娠」、「医師、助産師の立ち合いなく自宅等で出産」、「若年妊娠」
が挙げられていた。これらのリスク因子をもつ妊婦に対し、産科医療機関においては妊娠初期か
ら支援を開始する必要がある。また、市町村においては、妊娠届提出時、母子健康手帳の交付を
行う際に、リスク因子を把握した際には、適宜出産予定の医療機関と連携を図る必要がある。相
互の連携体制を構築し、妊産褥婦及びその家族に切れ目ない支援を行っていくことが望まれる。 
 
２）webによる産後うつ病予防プログラムについての検討 
 周産期にある女性は、妊娠による身体的変化や内分泌動態の変化だけでなく、出産後は育児に
伴い生活スタイルが劇的に変化する。特に初産婦は、未知の世界である妊娠、出産および育児に
対し、インターネット、ソーシャルネットワークサービス（SNS）等の媒体を用い、情報収集を
行い不安の軽減を図っている。現に、20～30歳代のスマートフォン（スマホ）利用率は 90％を
超えており（平成 29年,総務省）8)、妊娠や出産に関するアプリを用いた支援も多く行われるよ
うになってきた。核家族化、少子化が進行している現在、このような媒体が果たす役割は大きい
と考える。 

Salvador ら 9)はスマートフォンのアプリによって妊娠中から 6 か月間の介入により、妊産婦
のうつと気分のセルフアセスメントについてのランダム化比較試験（RCT）を実施するプロトコ
ールを公表している。2020年現在、介入中と考えられるが、Salvadorらは、妊娠期からのスマ
ホアプリを用いた RCTであること、妊産褥婦のメンタルヘルスの指標を EPDS（産後うつ病自
己評価票）、気分について、よりスマホでのインターフェイスとして優れた（Visual analogue 
scale：VAS）スケールを導入しているが、スマホアプリで直感的にうつと気分のセルフアセス
メントをする点に改善が望まれる。 
 日本においては、玉木らにより「インターネットを利用した周産期メンタルヘルスサポートプ
ログラム」10)の作成について言及されているが、介入の結果を示すには至っていない。 
 産後うつ病に対しての妊娠期からの予防的介入において、情報提供と心理的支援を組み合わ
せた予防的介入は、産後 3 か月以降の長期的な評価を行うことで、産後うつ病の予防効果があ
る可能性が示唆されている 11)。 
 
 



３）web介入プログラムの開発過程 
（１）「既存のアプリ群」と「追加のアプリ群」２群の設定  
「既存のアプリ群」と「追加のアプリ群」2群の設定を行い、妊娠中から産後 5か月まで介入
プログラムを作成した。 
・「既存のアプリ」：妊娠週数や子どもの月齢に合わせた情報提供や子育てに関する制度などその
時に最適な情報配信を行う。内容はごく一般的なものである。 
・「追加のアプリ」：上記の既存のアプリによるメッセージに加え、妊娠中から産後 5か月まで、
1週間に 1回の頻度で産後うつ病予防のための情報提供やコラムの配信を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
         図.研究の流れ 
 
（２）配信内容：助産師 3名によりメッセージ内容の妥当性の検討を行った。妊婦や母親にとっ
て、読みやすい文章や構成とするために、女性向けの雑誌編集やインターネット上の記事等の編
集の経験のあるプロのライターにメッセージの校正を依頼した。 
 
（３）電子母子健康手帳の利用について 
 本研究計画が令和 2 年 9 月に防衛医科大学校および順天堂大学医学部の研究倫理委員会の承
認を受けた後、電子母子健康手帳アプリ会社、株式会社 NTTドコモ（以下 NTTドコモ）と共
同研究契約を締結した。 
母子健康手帳アプリは、母子健康手帳の記録を入力すると、NTTドコモの IDサービス「dア
カウント」に基づいてクラウド上に保存できる無料のサービスである。厚生労働省の定める省令
に準拠しており、妊娠中から 6歳時の健診までの記載 項目を全て網羅しているため、子どもの
データをスマートフォンで一元的に記録・管理することができる。 
 
４）結果および考察 
令和 2 年 9 月に防衛医科大学校および順天堂大学医学部の研究倫理委員会の承認後、令和 2
年 12月に、電子母子健康手帳アプリ会社（NTTドコモ）と共同研究契約を締結し、令和 3年 1
月に研究協力の募集を行い、妊娠中の調査実施後に、介入研究を実施した。4～5月に産後 1か
月時点の調査、6～7月に産後 3か月時点での調査、8～9月に最終調査である産後 5か月時点の
調査を実施した。 
研究参加者は、妊娠期 152名（追加アプリ群 75名、対照群 77名）であった。アプリ使用継
続者数は、産後 1か月時点 80名（妊娠期からの継続回答率 52.6％）（追加アプリ群 46名：61.3％、
対照群 34名：44.2％）、産後 3か月時点 71名（46.7％）（追加アプリ群 40名：53.5％、対照群
31名：40.3％）、産後 5か月時点 62名（40.8％）（追加アプリ群 33名：44.0％、対照群 29名：
37.7％）であった。妊娠期から産後 1か月にかけての脱落者（72名,47.3%）が多かった。妊娠
期はアプリの利用やアンケートに回答する時間的な余裕もあったようだが、出産後、特に出産後
1か月間は育児に伴い生活スタイルが劇的に変化していることから、脱落者が多い結果となった
と考えられる。今後はより脱落者が少なくなるような介入方法および介入内容の工夫が必要で
ある。 
介入群および対照群の女性の年齢、パートナーの年齢等の属性は 2 群に有意な差は見られな
かった。妊娠期、産後 1か月、3か月および 5か月時点において、エジンバラ産後うつ病自己評
価票（EPDS）9点以上の割合、日本語版「うつ」に関するリテラシー尺度、日本語版「専門家
による心理援助を求める態度尺度」（ATSPPH-S）、妊娠期のみ Brief-COPE、産後のみ赤ちゃん
への気持ち質問票を調査項目とした。その結果、全ての時点において、2群に有意な差はみられ
なかった。追加アプリ群への介入効果がみられなかった要因として、妊娠期からの脱落者が多く、
最終調査の 5 か月時点において、十分な対象者が確保できなかったこと、介入群、対照群とも
に、妊娠期に既に電子母子健康手帳をダウンロードしており、妊娠および育児に対しての意識が
高い集団であったことが考えられる。更に、メッセージを読んで理解したかどうかの確認はでき
なかったことも考えられる。今後は、電子母子健康手帳をダウンロードしていない妊婦、褥婦と
の比較等、更に詳細に検討していく必要がある。 
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